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特定取引を行う者の任意届出書 兼 異動届出書 

 

私は「租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律」第10条の５第３項前段または第４項の

規定に基づき、同条第８項第１号に規定する報告金融機関等である貴社※に対して届出書を提出します。 

※ 弊社は「租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律」第 10条の５第８項第１号に規定す

る報告金融機関等にあたります。弊社と金融取引を行うお客様は、同条第３項前段の規定により、本届出書を弊社に届け出てい

ただくことができるほか、第４項の規定により、居住地国等に変更があった場合は、以下の内容を弊社に届け出ていただく必要

がございます。また、同条第２項又は第７項の規定により、弊社から本届出書の届け出をお願いすることがあります。なお、弊

社では、同条第３項後段もしくは同条第５項の規定により届け出ていただいた内容の確認を行うほか、居住地国が一定の国のお

客様については、同法第10条の６第１項の規定により口座残高等の情報を所轄税務署長に報告することが義務付けられておりま

すので予めご了承ください。 

 

１．以下の情報をご記入ください（チェックボックスがある場合は該当する項目にチェックを入れてください。）。 

※(4-2)で複数の居住地国を記入した場合、記入した居住地国でお持ちの本店又は主たる事務所の所在地を(3)及び別紙１にすべてご記入くださ

い。 

(1)お客様番号（口座番号） (2)名称 ※ 特定組合員の場合は組合名をご記入ください。 

  

(3)本店又は主たる事務所の所在地 

〒 

(4-1) 変更前の居住地国 

（居住地国変更の場合のみ記入） 

(4-2)現在もしくは変更後の居住地

国 

（税務上の居住地を有しない場合は、財務及び

営業又は事業の方針につき実質的な決定が行

われている場所が所在する国・地域をご記入く

ださい。） 

（注）特定信託受託者（外国に税務上の居住地

を有する法人等以外に該当する信託以外の信

託の受託者）の場合には、特定信託受託者の居

住地国をご記入ください。 

(4-3)日本以外の居住地国における納税者番号 

（注）特定信託受託者（外国に税務上の居住地を有する法人等以外に

該当する信託以外の信託の受託者）の場合には、特定信託受託者の納

税者番号について該当する項目をご記入ください。 

□ 日本 □ 日本 ― 

□ 日本以外 

(国名：              ） 

□ 日本以外 

(国名：            ) 

納税者番号：（                   ） 

□ 付与されていない  

□ 法令で第三者提供が禁止されている 

□ 日本以外 

(国名：              ） 

□ 日本以外 

(国名：            ) 

納税者番号：（                   ） 

□ 付与されていない  

□ 法令で第三者提供が禁止されている 

※ 居住地国が本店又は主たる事務所の所在する国・地域と異なる場合はその理由を併せてご記入ください。 

（注）特定信託受託者（外国に税務上の居住地を有する法人等に該当する信託以外の信託の受託者）の場合には、特定信託受託者の居住地国と当該特定信託受託者に係

る信託の主たる事務所の所在する国・地域が異なるかどうかをご判断いただき、異なる場合にはその理由を併せてご記入ください。 

（理由：                                                 ） 

 

 

 

 

 

法人・特定組合員・人格のない社団等

用 
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(5)上場法人等への該当性 ※ 参考２をご参照ください。 

□ 該当しない 

□ 該当する 

※ 上場法人等へ該当する場合には、その該当する事実にチェックを入れてください。 

□ ①上場法人（外国の上場法人を含む。） 

□ ②上場法人の関係法人（例：子会社、孫会社、曾孫会社、兄弟会社） 

□ ③国、地方公共団体若しくは日本銀行又は外国政府、外国の地方公共団体、外国の中央銀行若しくは我が国が加盟している国際

機関 

□ ⑦外国の法令に準拠して設立された法人（外国報告金融機関等を除く。）で報告金融機関等（外国報告金融機関等を除く。）に類

するもの及び外国報告金融機関等（これらのうち外国（報告対象国等を除く。）の法令に準拠して設立された一定の投資事業体など

を除く。） 

□ ⑫外国政府又は外国の地方公共団体が100％出資している法人（純利益の額・解散時の残余財産について一定の要件を満たす法

人に限る。） 

(6) 「(4-2) 現在もしくは変更後の居住地国」で「日本以外」の欄にチェックを入れたお客様または実質的支配者の居住地国が日本

以外にもあるお客様は、「(2)名称」及び「(3)本店又は主たる事務所の所在地」の記入内容を英語表記でご記入ください。 

Name  

Address House Name, Number, Street 

 

Town/City/Province/County/State 

 

Country Postal Code/ZIP Code 

  

 

２．お客様の当該実質的支配者の以下の情報をご記入ください（チェックボックスがある場合は該当する項目にチェックを入れて

ください。） 

※ 上記の「実質的支配者」とは、「犯罪による収益の移転防止に関する法律施行規則」第11条第２項各号に掲げる自然人のことをいい、同条第４項で自然人とみな

される国等及びその子会社は記載の対象にはなりません。 

※ 実質的支配者が複数人いる場合は別紙１もご利用ください。 

(1)氏名 (2)生年月日（西暦） 

       年    月    日 

(3)住所 

〒 

(4-1) 変更前の居住地国 

（居住地国変更の場合のみ記入） 

(4-2)現在もしくは変更後の居住地

国 

(4-3)日本以外の居住地国における納税者番号 

□ 日本 □ 日本 ― 

□ 日本以外 

(国名：              ） 

□ 日本以外 

(国名：            ) 

納税者番号：（                    ） 

□ 付与されていない  

□ 法令で第三者提供が禁止されている 

□ 日本以外 

(国名：              ） 

□ 日本以外 

(国名：            ) 

納税者番号：（                    ） 

□ 付与されていない  

□ 法令で第三者提供が禁止されている 

※ 居住地国が住所の所在する国・地域と異なる場合又は居住地国がない場合はその理由を併せてご記入ください。 

（理由：                                                 ） 
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(5)「(4-2) 現在もしくは変更後の居住地国」で「日本以外」の欄にチェックを入れた場合は、「(1)氏名」及び「(3)住所」の記入内

容を英語表記でご記入ください。 

Name First Name/ Middle name/ Last name/ 

Address House Name, Number, Street 

 

Town/City/Province/County/State 

 

Country Postal Code/ZIP Code 

  

 

３．上記２．の「(4-2)現在もしくは変更後の居住地国」で「日本以外」（別紙1で追記した実質的支配者を含みます。）にチェック

を入れた場合は、お客様の法人番号をご記入ください。 

※ なお、特定取引を行う者の届出書又は過去に提出した任意届出書兼異動届出書の提出時に既に法人番号の確認が行われている場合は、記入不要です。 

法人番号 ※日本における法人番号を有する場合のみご記入ください。 

             

 

４．お客様が特定組合員である場合は、特定組合員であるお客様自身の以下の情報をご記入ください。 

(1)氏名又は名称 (2)住所又は本店等所在地 

 〒 

(3)特定信託受託者への該当性 ※ 「特定信託受託者」とは、外国に税務上の居住地国を有する法人等に該当する信託以外の信託の受託者をいいます。 

□ 該当しない 

□ 該当する 

 

６．お客様が遺産法人等（遺産の準拠法によって被相続人の遺産が「租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の

特例等に関する法律」第10条の５第８項第７号イに規定する法人等とされるもの）であって、「租税条約等の実施に伴う所得税法、

法人税法及び地方税法の特例等に関する省令」第16条の８第１項第７号に該当しない場合には、被相続人の以下の情報をご記入く

ださい。 

(1)氏名 (2)生年月日（西暦） 

       年    月    日 

(3)（被相続人の死亡の時における）住所 

〒 

(4-1)居住地国 ※ 複数チェック可能です。 (4-2)日本以外の居住地国における納税者番号 

□ 日本 ― 

□ 日本以外 

(国名：                  ） 

納税者番号：（                   ） 

□ 付与されていない □ 法令で第三者提供が禁止されている 

□ 日本以外 

(国名：                  ） 

納税者番号：（                   ） 

□ 付与されていない □ 法令で第三者提供が禁止されている 

□ なし ※ 被相続人の居住地国が遺産法人等の本店又は主たる事務所の所在する国・地域と異なる場合又は被相続人の居住地国が

ない場合はその理由を併せてご記入ください。 

（理由：                                                 ） 
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(5)英語表記 ※ (4-1)で「日本以外」を選択した場合のみ、(1)及び(3)に記入した氏名と住所をローマ字でご記入ください。 

Name First Name Middle name Last name 

   

Address House Name, Number, Street 

 

Town/City/Province/County/State 

 

Country Postal Code/ZIP Code 

  

 

上記の情報が正しいことを誓います。 

また、居住地国等に変更があった場合は、変更があった日（変更が特定法人の実質的支配者について生じた場合はその変更を知っ

た日。以下同じ。）から３か月を経過する日（法人又は特定組合員である場合は、その変更があった日と同じ年の12月31日又はそ

の変更があった日から３か月を経過する日のいずれか遅い日までに異動届出書により申告します。 

 

      記入日付：              年     月     日 

 

 

署名：                          印 

※ 貴社の取引担当者又は代理人（貴社が書面により授権した者に限ります。）による自署又は記名・押印が必要です。（特定組合員等のお客様については、特定組合員

等本人又は取引担当者若しくは代理人（特定組合員等であるお客様が書面により授権した者に限ります。）の自署又は記名・押印が必要です。 
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特定取引を行う者の任意届出書 兼 異動届出書 

（複数の本店又は主たる事務所の所在地に係る追記用） 

 
本店又は主たる事務所の所在地 

１．(3)本店又は主たる事務所の所在地 

〒 

１．(6)「(4-2) 現在もしくは変更後の居住地国」で「日本以外」の欄にチェックを入れたお客様または実質的支配者の居住地国が

日本以外にもあるお客様は、「(2)名称」及び「(3)本店又は主たる事務所の所在地」の記入内容を英語表記でご記入ください。 

Address House Name, Number, Street 

 

Town/City/Province/County/State 

 

Country Postal Code/ZIP Code 

  

 

 

特定取引を行う者の任意届出書 兼 異動届出書 

（複数の実質的支配者に係る追記用） 
実質的支配者 

２．(1)氏名 ２．(2) 生年月日（西暦） 

       年    月    日 

(3) 住所 

〒 

２．(4-1)  変更前の居住地国 

（居住地国変更の場合のみ記入） 

２．(4-2) 現在もしくは変更後の居住

地国 

２．(4-3) 日本以外の居住地国における納税者番

号 

□ 日本 □ 日本 ― 

□ 日本以外 

(国名：              ） 

□ 日本以外 

(国名：            ) 

納税者番号：（                  ） 

□ 付与されていない  

□ 法令で第三者提供が禁止されている 

□ 日本以外 

(国名：              ） 

□ 日本以外 

(国名：            ) 

納税者番号：（                  ） 

□ 付与されていない  

□ 法令で第三者提供が禁止されている 

※ 居住地国が住所の所在する国・地域と異なる場合又は居住地国がない場合はその理由を併せてご記入ください。 

（理由：                                                 ） 

２．(5) 「(4-1)居住地国」で「日本以外」の欄にチェックを入れた場合は、「(1)氏名」及び「(3)住所」の記入内容を英語表記でご

記入ください。 

Name First Name/ Middle name/ Last name/ 

Address House Name, Number, Street 

 

Town/City/Province/County/State 

 

Country Postal Code/ZIP Code 

  

 

※「本店又は主たる事務所の所在地」もしくは「実質的支配者」が書ききれない場合は、別紙1を複数印刷してご記入ください。 

 

別紙１ 
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（居住地国確認書類一覧） 

お客様属性 居住地国確認書類 

①法人 イ 設立登記に係る登記事項証明書（設立登記をしていないときは、所轄する行政機関の長が当該法人の

名称及び本店又は主たる事務所の所在地を証する書類）若しくはこれらの書類の写し、印鑑証明書又は法

令の規定に基づき官公署（日本国政府の承認した外国政府又は権限ある国際機関を含む。ハにおいて同

じ。）から送付を受けた許可、認可若しくは承認に係る書類（いずれも提示日前 6ヶ月以内に交付又は送

付を受けたものに限る。） 

ロ 国税若しくは地方税の領収証書、納税証明書又は社会保険料の領収証書（いずれも領収日付の押印又

は発行年月日の記載のあるもので、その日が提示日前6月以内のものに限る。） 

ハ イ及びロに掲げる書類のほか、官公署から発行され、又は発給された書類その他これらに類するもの

（提示日前６ヶ月以内に作成されたもので、有効期間又は期限があるものは提示日に有効なものに限る。） 

②人格なき社団

等（法人税法2条

八） 

イ 当該人格のない社団等の定款、寄附行為、規則又は規約（名称及び主たる事務所の所在地に関する事

項の定めがあるものに限る。）の写しで、その代表者又は管理人の当該人格のない社団等のものである旨

を証する事項の記載のあるもの 

ロ 国税若しくは地方税の領収証書、納税証明書又は社会保険料の領収証書（いずれも領収日付の押印又

は発行年月日の記載のあるもので、その日が提示日前６ヶ月以内のものに限る。） 

ハ イ及びロに掲げる書類のほか、官公署（日本国政府の承認した外国政府又は権限ある国際機関を含

む。）から発行され、又は発給された書類その他これらに類するもの（提示日前６ヶ月以内に作成された

もので、有効期間又は期限があるものは提示日に有効なものに限る。） 

③組合契約によ

り成立する組合

（実特法 10条の

５⑧六イ） 

イ 当該組合の組合契約書の写しで、その代表者その他これに準ずるものの当該組合のものである旨を証

する事項の記載のあるもの 

ロ イに掲げる書類のほか、官公署（日本国政府の承認した外国政府又は権限ある国際機関を含む。）か

ら発行され、又は発給された書類その他これらに類するもの（提示日前６ヶ月以内に作成されたもので、

有効期間又は期限があるものは提示日に有効なものに限る。） 

④組合契約によ

って成立する組

合に準ずる事業

体（実特法 10条

の５⑧六ロ） 

当該事業体の③イ又はロに掲げる書類に準ずるもののいずれか 

⑤信託（実特法

10条の５⑧六ハ） 

（当該信託が実特法 10条の５⑧七イに掲げる法人等に該当する信託以外の信託である場合には、次に掲

げる書類のいずれか及び当該信託の受託者の区分に応じ①～③に定める書類（当該受託者の氏名又は名称

及び住所又は本店若しくは主たる事務所の所在地の記載のあるものに限る。）） 

イ 当該信託に係る信託契約書の写しで、その受託者の当該信託のものである旨を証する事項の記載のあ

るもの 

ロ イに掲げる書類のほか、官公署（日本国政府の承認した外国政府又は権限ある国際機関を含む。）か

ら発行され、又は発給された書類その他これらに類するもの（提示日前６ヶ月以内に作成されたもので、

有効期間又は期限があるものは提示日に有効なものに限る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考１ 
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（特定法人、上場法人確認一覧） 

（特定法人への該当性について） 

・①～⑫のいずれかに該当する場合は、特定法人に該当しません。 

・①～⑫のいずれにも該当しない場合は、特定法人に該当します。 

 

（上場法人等への該当性について） 

・①、②、③、⑦、⑫のいずれかに該当する場合は、上場法人等に該当します。 

・①、②、③、⑦、⑫のいずれにも該当しない場合は、上場法人等に該当しません。 

① 上場法人（外国の上場法人を含む。） 

② 上場法人の関係法人（例：子会社、孫会社、曾孫会社、兄弟会社） 

③ 国、地方公共団体若しくは日本銀行又は外国政府、外国の地方公共団体、外国の中央銀行若しくは我が国が加盟してい

る国際機関 

④ 上記③に掲げる法人が100％出資している法人（下記⑫に該当する法人を除く。） 

⑤ 公共法人・公益法人（法人税法別表第一に掲げる法人及び同法別表第二に掲げる法人で収益事業を行っていないものに

限る。）  

⑥ 報告金融機関等（外国報告金融機関等を除く。）  

⑦ 外国の法令に準拠して設立された法人（外国報告金融機関等を除く。）で上記⑥に掲げる法人に類するもの及び外国報

告金融機関等（これらのうち外国（報告対象国等を除く。）の法令に準拠して設立された一定の投資事業体などを除く。） 

⑧ 持株会社 

⑨ 主として上記②に掲げる関係にある法人（報告金融機関等を除く。）に対する出資、融資その他これらに準ずる取引を

行うことを業務とする法人 

⑩ 法人の直前の事業年度が次に掲げる要件の全てに該当する場合における当該法人  

  イ 直前事業年度の総収入金額のうちに当該直前事業年度の投資関連所得に係る収入金額の占める割合が 50％に満たな

いこと。  

ロ 直前事業年度終了の時の総資産の額のうちに当該直前事業年度の投資関連所得の基因となる当該直前事業年度終了

の時の資産の額の合計額の占める割合が50％に満たないこと。  

⑪ 法人設立の日以後２年を経過していない法人であって、その事業を開始していないもの（外国の法令に準拠して設立さ

れた一定の投資事業体などを除く。） 

⑫ 外国政府又は外国の地方公共団体が 100％出資している法人（純利益の額・解散時の残余財産について一定の要件を満

たす法人に限る。） 

 
 

参考２ 


